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要旨

　本研究では，前回調査に引き続き，2015年時点における公立図書館における指定管理者制

度導入の現状について明らかにし，全国的な傾向を示すとともに，特徴的な事例について分

析することを目的とする。調査の結果，2015年11月現在，214自治体，528館において指定管

理者により管理運営が行われていることが確認できる。2015年度は，図書館の管理運営に新

たに指定管理者制度を導入する自治体の増加傾向が再び強まっており，佐賀県武雄市図書館

の事例が，他の自治体において指定管理者制度の導入検討に影響を与えていることが推察さ

れる。NPO を指定管理者とする図書館は少数であるが，図書館経営に住民自治の考え方を

反映させた事例として注目できる一方，経営安定性等の面から２期目以降の指定を受けられ

ない事例があり，課題と考えられる。

Abstract

　This study extensively investigates Japanese public libraries’ adoption of the Designated 

Administrator System and analyzes the characteristics that were ranked secondary in a 

previous survey conducted by the author. The investigation results confirm that 528 

libraries of 214 local governments are being managed by the Designated Administrator 

System as of November 2015. In 2015, an increase was noted in the number of local 

governments that have adopted the Designated Administrator System for public library 

management. The example of the Takeo City Library in Saga Prefecture can be assumed 

to have influenced other local governments to consider introducing the Designated 

Administrator System. Although there are only a few libraries that appoint NPOs as their 

designated administrator, some examples are thought to show that library management 
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reflects a way of thinking revolving around resident self-governance. However, other 

examples show that designation after the second term does not occur because of 

management stability issues, and this is considered a problem.
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Ⅰ　はじめに
　公立図書館における指定管理者制度の導入状況について，筆者は2014年度現在の実態につ

いて調査し，分析結果をまとめた１）。その後１年が経過したが，公立図書館への指定管理者

制度導入をめぐっては，そのあり方や運営内容，住民の意識等について指摘や議論が続いて

いる。そこで，前回調査から１年が経過した後の実態についてあらためて調査し，全国的な

傾向を示すとともに，指定管理者となっている事業者に関する特徴的な事例に着目して分析

することを試みる。

Ⅱ　研究の目的
　１　公立図書館における指定管理者制度導入状況に関する最新の実態把握

  前回調査から１年を経過した時点における，公立図書館における指定管理者制度導入の実

態について，可能な限り網羅的な実態調査を行う。2015年度からの導入事例について調査す

るとともに，2014年度以前の導入事例についても補足的な調査を行い，網羅的な実態把握に

努めることとする。

　２　指定管理者として指定された事業者に関する特徴的な事例の分析

　指定管理者として指定された事業者についてその特徴的な事例に着目して分析を行い，

「事業者」の観点から，公立図書館における指定管理者制度導入の特徴を見出す。

Ⅲ　研究の方法
　研究の方法については，基本的に前回調査の方法を継続している。

　１　公立図書館における指定管理者制度導入事例の収集

  公立図書館における指定管理者制度の導入事例について，導入自治体・図書館名，導入年
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度，指定期間及び指定された事業者に関する情報を収集した。情報収集の方法については，

次により行った。

（1） 日本図書館協会による調査結果に基づき，各図書館及び自治体の Web サイト等にお

いて公表されている情報の確認

　各図書館 Web サイト，自治体 Web サイトの「指定管理者制度」関連情報のページにお

いて，導入年度，指定期間及び指定された事業者等に関する情報を確認した。また，指定管

理者の指定にあたっては地方自治法の規定により議会の議決が必要とされていること，さら

に議会における議決の前には教育委員会における審議が行われる事例が多いことから，図書

館及び自治体 Web サイトにおいて必要な情報が確認できない場合には，議会会議録及び教

育委員会議事録等により確認を行った。

（2） 総務省による「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査」における「個

票」による確認

　「個票」により個別の図書館ごとの導入状況を確認し，特に日本図書館協会による調査に

おける未回答県，未回答自治体に関する情報の収集を行った。

　（3） 報道資料による確認

　（1）及び（2）を補足するための調査として，新聞及び雑誌による報道事例により，特に

最新の事例に関する確認を行った。

　２　収集事例に関する整理及び分析

　収集した事例について，導入年次・自治体種別・地域（都道府県）・指定された事業者の

種別により整理・集計を行い，分析を試みた。

Ⅳ　調査結果
　１　指定管理者制度導入状況の概要

　調査の結果，公立図書館では，2015年度には214自治体，528館が指定管理者により管理運

営が行われている（表１）。

　2015年度に新たに公立図書館に指定管理者制度を導入した自治体は22自治体，新たに指定

管理者制度により管理運営を開始した図書館は58館となっている。１年間の増加数では，自

治体数が20を超えるのは2010年度以来５年ぶり，また58館という年間の導入図書館数は，過

去４番目に多い数となり，2015年度については公立図書館への指定管理者制度導入に関して

再加速傾向にあると考えられる。特に，「政令市以外の市」において，１年間に42館が指定

管理者制度に移行したことは過去最多であり，公立図書館への指定管理者制度導入を検討し

ている自治体が増加している状況が窺える。
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桑　原　芳　哉16

　２　事業者種別による集計

　2015年度までの指定管理者制度導入図書館数について，導入年度ごとに事業者種別により

集計した（表２）。

　事業者種別による集計では，2014年度までと大きな傾向は変わらず，民間企業のシェアが

きわめて高いことが公立図書館への指定管理者制度導入状況に関する特徴となっている。

2015年度に新たに指定管理者による管理運営に移行した図書館では，96％を超える56館が民

間企業による管理運営となっており，指定管理者制度の導入が，公立図書館においては，

「民営化」「民間図書館」とも称される「企業による運営」への移行を意味するという状況を

作り出している。

　民間企業を指定管理者としている図書館について，具体的な事業者別の図書館数について

表１　導入年度・自治体種類別　指定管理者制度導入自治体・図書館数

導入開始年度 都道府県 政令
指定都市

政令市
以外の市

東京都
特別区 町村 総数

2004年度 自治体数 0 0 1 0 2 3
図書館数 0 0 1 0 2 3

2005年度 自治体数 0 1 3 0 2 6
図書館数 0 5 3 0 2 10

2006年度 自治体数 1 2 24 0 14 41
図書館数 1 21 38 0 14 74

2007年度 自治体数 1 0 11 4 8 24
図書館数 1 1 19 24 9 54

2008年度 自治体数 0 2 19 2 4 27
図書館数 0 4 39 6 4 53

2009年度 自治体数 0 0 21 3 2 26
図書館数 0 4 29 17 2 52

2010年度 自治体数 0 1 12 1 9 23
図書館数 0 4 29 26 11 70

2011年度 自治体数 0 1 8 0 1 10
図書館数 0 1 15 4 1 21

2012年度 自治体数 1 0 7 0 5 13
図書館数 1 4 36 3 6 50

2013年度 自治体数 1 1 10 1 4 17
図書館数 1 8 28 18 5 60

2014年度 自治体数 0 0 11 0 5 16
図書館数 0 7 25 2 5 39

2015年度 自治体数 1 0 16 1 4 22
図書館数 1 1 42 10 4 58

市町村合併に
よる増減

自治体数 0 0 2 0 －3 －1
図書館数 0 0 3 0 －3 0

直営再移行に
よる減

自治体数 0 0 －11 0 －2 －13
図書館数 0 0 －12 0 －2 －14

閉館による減 自治体数 0 0 0 0 0 0
図書館数 0 －1 －1 0 0 －2

合計 自治体数 5 8 134 12 55 214
図書館数 5 59 294 110 60 528
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も，2015年度の結果を踏まえて改めて集計した（表３）。（株）図書館流通センター（共同企

業体等の参加企業となっている場合を含む）のシェアが若干上昇しており，指定管理者とな

る事業者が特定の企業に集中する傾向が強くなっている状況が確認できる。一方で，図書館

表２　導入年度別・事業者種別図書館数（直営に再移行した図書館及び閉館した図書館を除く）

導入年度
事業者種別図書館数及び構成比

出資法人・公共団体等 民間企業 NPO その他（地域団体等）
計

図書館数 構成比 図書館数 構成比 図書館数 構成比 図書館数 構成比
2004年度 1 33.3% 0 0.0% 2 66.7% 0 0.0% 3
2005年度 0 0.0% 6 85.7% 1 14.3% 0 0.0% 7
2006年度 34 52.3% 25 38.4% 3 4.6% 3 4.6% 65
2007年度 5 9.4% 39 73.6% 8 15.1% 1 1.9% 53
2008年度 2 3.8% 42 80.8% 8 15.4% 0 0.0% 52
2009年度 1 2.0% 45 90.0% 2 4.0% 2 4.0% 50
2010年度 9 12.9% 52 74.3% 8 11.4% 1 1.4% 70
2011年度 1 4.8% 18 85.7% 1 4.8% 1 4.8% 21
2012年度 2 4.0% 46 92.0% 1 2.0% 1 2.0% 50
2013年度 4 6.7% 51 85.0% 5 8.3% 0 0.0% 60
2014年度 1 2.6% 34 87.2% 2 5.1% 2 5.1% 39
2015年度 1 1.7% 56 96.6% 0 0.0% 1 1.7% 58

計 61 11.6% 414 78.4% 41 7.8% 12 2.3% 528

表３　民間企業を指定管理者としている図書館：事業者別図書館数

区分 事業者名
2015年度 2014年度からの増減

図書館数 構成比 図書館数 構成比

書籍
流通系

（株）図書館流通センター 247 59.7% ＋36 ＋0.4
丸善（株） 10 2.4% ＋1 －0.1

（株）紀伊國屋書店 9 2.2% ＋2 ＋0.2
（株）有隣堂 6 1.4% ±0 －0.3
カルチュア・コンビニエンス・クラブ（株） 6 1.4% ＋3 ＋0.6

（株）リブネット 5 1.2% ＋1 ＋0.1
（株）すばる 3 0.7% ＋1 ＋0.1
その他 6 1.4% ＋6 …

施設
管理系

（株）日本施設協会 8 1.9% ±0 －0.3
その他 35 8.5% ＋3 －0.5

人材
派遣系

（株）ヴィアックス 42 10.1% ＋3 －0.9
（株）大新東，シダックス大新東ヒューマンサービス（株） 31 7.5% ±0 －1.2
その他 6 1.4% ＋2 ＋0.3

合　計 414 100.0%
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数は少ないものの，カルチュア・コンビニエンス・クラブ（株）を指定管理者とする図書館

数が１年間で倍増し，シェアを高めている点も注目される。

Ⅴ　考察
　１　2015年度１年間の動向

　（1）新たに指定管理者制度を導入する自治体の増加傾向の再加速

　前回調査において，公立図書館への指定管理者制度導入状況について，2011年度以降，図

書館に指定管理者制度を導入しようという自治体の増加傾向が鈍化していると分析した。こ

の背景として，国政の政権交代等の政治的動向と，大臣や官職等による図書館への指定管理

者制度導入に関する否定的な見解が，自治体の検討や判断に影響している可能性について論

じた。

　2015年度においては，前述のように，公立図書館に新たに指定管理者制度を導入した自治

体が22自治体となり，2010年度以来５年ぶりに20自治体を超えた（図１）。また，新たに指

定管理者による管理運営に移行した図書館数も58館を数え，図書館への指定管理者制度導入

について「再加速」傾向に転じていると考えられる。

　図書館への指定管理者制度導入の増加傾向に伸びが見られることに関しては，前回調査に

おいて指摘した佐賀県武雄市図書館の導入事例の影響が推察される。2013年４月の指定管理

者制度導入以降，全国各地から多くの行政・議会・図書館関係者等が武雄市図書館を視察し

ている。武雄市 Web サイトで公開されている「武雄市の行政視察受け入れ状況」２）による

と，2013年度及び2014年度において，武雄市への行政視察総数のうち約３分の２が図書館関

図１　新たに図書館に指定管理者制度を導入した自治体数
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係の視察となっている。図書館関係の視察を行った団体名について，筆者の調査による図書

館への指定管理者制度導入状況と照合すると，2013年度は29件，2014年度は15件が，2014年

度以降に図書館への指定管理者制度導入を決定または導入の方向で進めている自治体の関係

者によるものであった（表４）。メディア等でもたびたび取り上げられ，「新しい図書館像」

として注目された事例に触発され，図書館への指定管理者制度の導入を進める方向に転じた

自治体が少なからず存在する状況が窺える。

　（2） 直営への再移行

　図書館に指定管理者制度を導入しながら，再度自治体直営に戻す事例について，前回調査

において考察した。2015年度には，さらに２市において，自治体直営に再移行する事例が現

れた（表５）。

　2014年度までに自治体直営に再移行した図書館は，指定管理者となっていた事業者が自治

体の出資法人（いわゆる「外郭団体」等）または NPO に限られていたが，2015年度に自治

体直営に再移行した図書館のうち，下関市立中央図書館（山口県）は，民間企業が指定管理

者として管理運営を行っていたものである。下関市立中央図書館における指定管理者による

管理運営については，2014年９月の市議会文教厚生委員会において，生涯学習課長により，

次の報告が行われている３）。

　中央図書館はプラザ本体施設と一体的に管理をすることで効率的な運営が図られること

が期待され，指定管理者制度が導入されました。導入以来，開館時間の延長，開館日数の

増加が図られるとともに，利用者数や貸し出し冊数が増加した点は中心市街地に立地する

好条件とも相まって図書館サービスの向上が図られたメリットとして評価されます。しか

しながら，公立図書館は市民の生涯学習と文化の発展に寄与するために設置される公の施

設であり，地域文化を支える知の宝庫として市民とともに育つ社会教育施設であることか

ら，直営で運営されている美術館，博物館と同様に設置者である地方自治体の主体的な運

表４　佐賀県武雄市図書館の行政視察受け入れ状況（2013年度以降）

年度

行政視察受け入れ件数

総数 図書館を視察目的
とした件数

うち，2014年度以降に図書館への指定管理者制度導
入を決定または導入の方向で検討している自治体関
係者による視察件数（※）

2013 501 350 29
2014 338 226 15

武雄市 Web サイト「武雄市の行政視察受け入れ状況」平成25年度及び平成26年度から作成
※視察団体名と筆者による図書館への指定管理者制度導入状況調査結果とを照合して計数したもの
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桑　原　芳　哉20

営への取り組みが望まれます。これまでの指定管理者制度導入の実績を踏まえ，ガイドラ

インに基づく導入適否判断基準や図書館運営協議会の意見を参考に総合的に検討した結果，

27年度以降の中央図書館の運営は現行の開館日，開館時間については原則継続した上で，

直営に戻すこととしました。

　新聞報道においても「開館時間の延長や開館日数の増加を図ったことで利用者数や貸出冊

数が大幅に増えた点を評価しながらも，運営の効率化を図るために人件費が抑制することに

なると危惧」「利用者に対応したサービスやレファレンスなどの充実を推進することが難し

いと判断」４）とされており，利用の増加等を評価しつつも，指定管理者（民間企業）による

図書館運営は適切でないと，それまでの市の方針を転換する決定が行われている。指定管理

者による図書館運営に対する自治体からの評価として，注目すべき実例と考えられる。

　なお，表５に掲げた事例のうち，広島県尾道市の尾道市立因島図書館については，2015年

度から他の尾道市立図書館とともに，一括して再び指定管理者（民間企業）による管理運営

に移行している。直営に戻った図書館が再度指定管理者による管理運営に移行する事例は，

現時点では唯一のものである。

表５　自治体の直営に再移行した図書館の事例

導入年度 自治体名 図書館名 指定管理事業者 直営移行年度

2005 兵庫県稲美町 稲美町立図書館 NPO 法人ライブラリー COSMO
→ NPO 法人いなみ文化振興協会 2014

2005 島根県出雲市
（旧大社町） 出雲市立大社図書館 ㈶大社まちづくり振興公社 2008

2005 佐賀県佐賀市
（旧東与賀町）

佐賀市立図書館東与賀館
（旧東与賀町図書館）

NPO 法人さが市民活動サポート
センター 2011

2006 新潟県南魚沼市 南魚沼市図書館 ㈶南魚沼市文化スポーツ振興公社 2014
2006 長野県飯島町 飯島町図書館 ㈶飯島町振興公社 2011
2006 愛知県新城市 新城図書館 新城総合サービスセンター 2011

2006 島根県出雲市
（旧平田市） 出雲市立平田図書館 ㈶出雲市教育文化振興財団 2011

2006 島根県安来市 安来市立図書館 ㈶安来市体育文化振興財団 2008
2006 広島県尾道市 尾道市立因島図書館 ㈶尾道市自治振興事業団 2014
2006 徳島県三好市 三好市井川図書館 ㈱ふるさと夢企画 2014
2006 福岡県小郡市 小郡市立図書館 ㈶小郡市公園ふれあい公社 2009
2008 香川県善通寺市 善通寺市立図書館 善通寺市総合サービス㈱ 2011

2009 山口県下関市 下関市立中央図書館
合人社計画研究所グループ（㈱ド
リームシップ）（図書館運営担当：
㈱リブネット）

2015

2009 鹿児島県西之表市 西之表市立図書館 NPO 法人コスモ学院 2015
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　２　指定された事業者に関する特徴的な事例

　（1）２期目以降の指定の際に事業者が変更になった事例

　指定管理者制度の導入にあたっては，管理運営を行う期間が予め指定されており，指定期

間が終了する前に次期の指定管理者の選定が行われる。指定管理者の選定は，多くは公募に

より行われる。応募した事業者による提案内容を審査し，次期の指定管理者が選定されるが，

選定結果の集計を確認すると，従前の指定管理者が引き続き次期の指定管理者となる場合が

多い。総務省による公の施設全般に関する調査においても，８割近くが「従前の管理受託

者・指定管理者が引き続き指定管理者となった」とされている５）。

　この傾向は図書館についても同様であり，同じ事業者が継続して指定管理者として指定さ

れる事例が多数であるが，２期目以降に事業者が変更となった事例も見られる。図書館の指

定管理者について，２期目以降に事業者が変更になった事例は，2015年度までに27自治体，

表６　指定管理者制度導入図書館のうち，２期目以降に事業者が変更になった事例

前事業者 新事業者 図書
館数 内訳

出資法人・公共団体等 民間企業 書籍流通系 3 新事業者はいずれも図書館流通センター
民間企業 書籍流通系 民間企業 書籍流通系 14 丸善→図書館流通センター：８館

図書館流通センター→紀伊國屋書店：２館
地元書店→図書館流通センター：１館
図書館流通センター→丸善：１館
丸善→リブネット：１館
紀伊國屋書店→リブネット：１館

書籍流通系 施設管理系 4 図書館流通センター→日本施設協会：４館
書籍流通系 人材派遣系 1 地元書店→テルウェル東日本：１館
施設管理系 書籍流通系 7 地元企業→図書館流通センター：６館

地元企業→地元書店：１館
施設管理系 施設管理系 5 いずれも地元施設管理系企業間
施設管理系 人材派遣系 1 地元施設管理系企業→テルウェル東日本：１館
人材派遣系 書籍流通系 8 シダックス大新東ヒュ－マンサービス→図書館流通センター：８館
人材派遣系 人材派遣系 1 ヴィアックス→テルウェル東日本：１館

NPO 出資法人・公共団体等 1
民間企業 書籍流通系 2 NPO →図書館流通センター：１館

NPO →地元書店：１館
施設管理系 1 NPO →地元施設管理系企業：１館
人材派遣系 3 NPO →テルウェル東日本：２館

NPO →シダックス大新東ヒュ－マンサービス：１館
NPO 3

合計 54
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54館と，指定管理者制度導入図書館全体の１割程度に留まっている。これらの事例について，

前事業者と新事業者の事業者種別に着目して整理した（表６）。

　新事業者として，書籍流通系の民間企業が選定される事例が最も多く，中でも新事業者と

して（株）図書館流通センター（TRC）が選定される事例が27館と半数を占める。これは，

選定にあたって，図書館運営の実績，事業提案内容，企業の経営安定性が重視された結果，

全国各地における運営実績を有する TRC が選定される事例が多いものと推察される。一方

で，地元の書店や施設管理系企業，NPO などの小規模な企業・団体については，新事業者

として選定されない事例が散見され，結果として，企業・団体の規模が図書館の指定管理者

としての選定に関わる重要な要素となっている。

　（2） NPO を指定管理者とする図書館

　2015年度現在，図書館の指定管理者として NPO を指定している事例は，全国で41館であ

り，指定管理者制度導入図書館全体の１割に満たない（表７）。

　図書館への指定管理者制度導入の先駆けとして注目された山中湖情報創造館（山梨県）を

皮切りに，NPO が図書館の指定管理者として選定される事例が2014年度まで継続していた

が，2015年度は新たに NPO が指定管理者として選定される事例が確認できない６）。

　NPO を指定管理者とする図書館について，自治体の種別及び規模を概観すると，町村ま

たは人口規模の小さい市が多くを占めている。また，「分館」に限定されているなど，管理

運営する図書館の規模も比較的小さいものが多いと推察される。管理運営を任される NPO

自身の組織規模に見合った図書館について，指定管理者として選定されている状況が窺える。

　図書館の指定管理者となっている NPO として，特徴的な点は，これらの NPO が図書館

運営に特化した団体である事例が多いと推察されることである。たとえば，鹿児島県指宿市

立図書館の指定管理者となっている「本と人とをつなぐ『そらまめの会』」は，指宿市が図

書館に指定管理者制度を導入することを決めた時点で，図書館で活動するボランティアグ

ループであった団体が NPO 法人となって，指定管理者に選定されたという経緯を持つ７）。

このほかにも，同様に図書館で活動するボランティアや，図書館に勤務していた非常勤職員

等が，指定管理者制度の導入を契機として NPO を組織し，指定管理者となって図書館の管

理運営を行っている事例が見られる。自分たちが利用してきた図書館が指定管理者による管

理運営に変わることになる，民間企業に任せるくらいなら自分たちで，と手を挙げ，住民自

らの力で図書館を運営することを実現しているという点について，図書館経営における「住

民自治」の現れ，と積極的に捉え，評価する考えも見られる。

　一方で，前述のように指定管理者として選定されていた NPO が，２期目以降に選定され

ず，民間企業等の管理運営に移行する事例もある。たとえば，千葉県流山市の流山市立森の

図書館は，2008年から NPO「ながれやま栞」が指定管理者となり，管理運営を行っていた。
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表７　NPOを指定管理者とする図書館 (2015年度 )
自治体

導入年度 都道府県名 自治体名 図書館名 2015年度現在の
指定管理者である NPO

2004 山梨県 山中湖村 山中湖情報創造館 地域資料デジタル化研究会
岡山県 新見市 新見市立哲西図書館 NPO きらめき広場

2005 鹿児島県 阿久根市 阿久根市立図書館 ぷれでお
2006 兵庫県 伊丹市 伊丹市立図書館北分館 まちづくりステーションきらめき

高知県 土佐清水市 土佐清水市立市民図書館 図書館結の会
鹿児島県 徳之島町 徳之島町立図書館 徳之島図書館友の会

2007 山形県 河北町 河北町立中央図書館 河北まちづくりネットワークひまわり
川西町 川西町立図書館 遅筆堂文庫プロジェクト

新潟県 見附市 見附市図書館 見附地域情報研究会
愛知県 津島市 津島市立図書館 まちづくり津島
高知県 佐川町 佐川町立図書館 とかの元気村
熊本県 菊池市 菊池市立泗水図書館 本と人とのネット・泗水
鹿児島県 指宿市 指宿市立指宿図書館 本と人とをつなぐ「そらまめの会」

指宿市立山川図書館
2008 北海道 栗山町 栗山町図書館 くりやま

福島県 矢吹町 矢吹町図書館 ふれっしゅ・すてーじ
岐阜県 瑞浪市 瑞浪市民図書館 こまどり会
福岡県 豊前市 豊前市立図書館 プロジェクト・ボダイ
大分県 佐伯市 佐伯市立佐伯図書館 カルチャー佐伯
宮崎県 小林市 小林市立図書館 小林図書の森とらいくる

小林市立図書館須木分室
小林市立図書館野尻分館

（※2011年度開館）
沖縄県 北中城村 北中城村あやかりの杜図書館 あやのふぁ

2009 北海道 留萌市 市立留萌図書館 留萌体育協会
愛知県 蒲郡市 蒲郡市立図書館 ブックパートナー

2010 山形県 東根市 東根市さくらんぼ図書館 NPO ひがしね
栃木県 茂木町 茂木町まちかど図書館 茂木施設管理組合
埼玉県 毛呂山町 毛呂山町立図書館 毛呂 Book
徳島県 那賀町 那賀町木頭図書館 那賀文化振興事業団
愛媛県 四国中央市 四国中央市おやこ図書館 紙のまち図書館

四国中央市川之江図書館
四国中央市土居図書館
四国中央市三島図書館

2012 新潟県 十日町市 十日町情報館 らいぶフォーラム
2013 青森県 藤崎町 藤崎町図書館大夢 藤崎町文化協会

岐阜県 関市 関市立図書館武儀分館 日本平成村
高知県 黒潮町 黒潮町立大方図書館 NPO あかつき

黒潮町立佐賀図書館
鹿児島県 枕崎市 枕崎市立図書館 読書推進団体枕崎みしのたくかにと

2014 岩手県 一戸町 一戸町立図書館 いちのへ文化・芸術 NPO
静岡県 浜松市 浜松市立舞阪図書館 ふくろうの森委員会・東海ビル管理

（株）共同グループ
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この団体も，図書館で活動するボランティアグループを母体とする団体であり，住民目線に

立った運営を行っていた。自治体からの評価についても「図書館利用者，貸出冊数，会議施

設利用者数とも増加しており，積極的な市民サービスの取り組み姿勢がうかがえる」（2008

年度）８），「図書の整理整頓を体験してもらう小学生対象『図書館かたづけ隊』を継続して

実施するなど，積極的な利用を働きかける取り組みや，展示ケースの年間を通しての活用な

ど市民と図書館を結びつける取り組みは評価できるものである。」（2012年度）９）と良好な評

価を得ていた。しかし，2013年度からの第２期目の指定管理者の選定では，「ながれやま栞」

に代わり，千葉県内に書店チェーンを展開する民間企業である「（株）すばる」が選定され

た。流山市 Web サイトで公開されている2013年度からの「流山市立森の図書館指定管理者

選定評価表」を確認すると，選定された企業と比較して，NPO と考えられる団体は「申請

者（団体）の経営内容：安定性・透明性」，「申請者（団体）の施設や業務への関わり：特色

や特化事項・専門性」，「施設管理：安心と安全性」など，７つの審査項目のうち「実績評

価」を除く６項目で得点が低くなっている10）。このように，NPO による図書館の管理運営

については，活動を評価する一方で，経営安定性や専門性，施設管理面などにおいて，図書

館の管理運営を行う団体としての評価が必ずしも高くないという現実がある。公の施設であ

る図書館を管理運営する団体としては，大きな課題と考えられる。

Ⅵ　おわりに
　指定管理者制度を導入した図書館については，利用の増加など好意的な評価がある一方で，

民間企業に委ねることの是非が住民を巻き込んだ論争になる事例もあり，多方面から注目さ

れている。従来の図書館活動に留まらない新たな姿を実現する可能性と，図書館の持つ文化

教養の意義を損なう危険性など，多角的な視点から，今後もその動向を注視する必要がある

と考える。
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